
 

事業会社に必要な民法改正法の主要論点と 
各種基本契約書の改正対応ポイント 
 

長島・大野・常松法律事務所  弁護士 松尾 博憲 氏 
 2004 年東京大学卒業、2005 年長島・大野・常松法律事務所入所、2009 年 7 月～法務省民事局にて民法改正法の

立案作業を担当（2016 年～非常勤）。主要な取扱業務は、バンキング、M&A ファイナンス等の金融法務、不動産
取引、一般企業法務、民事商事紛争。「Q&A 民法改正の要点 企業契約の新法対応 50 のツボ」（日本経済新聞出版
社）他、民法改正関係の著作多数。 

録画セミナー配信期間 ：2019 年 6 月 3日（月）より 
※お申込後 ID・PASS を発行いたします。有効期限は 3 週間です。  

 

企業研究会で開催するセミナーの模様をパソコ

ンやスマートフォンに【生中継】いたします。 
 
講義資料は PDF 資料での提供となりますが、都

合により、セミナー当日の映写使用/配布資料と

異なる場合がございます。 

企業研究会で開催するセミナーを【収録】し、 

後日「録画セミナー配信期間」中にパソコンやスマ

ートフォンで視聴できるサービスです。 

※セミナー当日の模様を簡易編集して提供いたします。 

 

講義資料は PDF 資料での提供となりますが、都

合により、セミナー当日の映写使用/配布資料と

異なる場合がございます。 

日 時 ：２０１９年 ５月 ２７日（月） １３：３０～１７：００ 

会 場 ：企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

税込・資料代含む  
生中継・録画セミナーの資料はPDF での提供となります。 

３４，５６０円（本体価格 ３２，０００円） ３７，８００円（本体価格 ３５，０００円） 

３２，４００円（本体価格 ３０，０００円） ３５，６４０円（本体価格 ３３，０００円） 

３５，６４０円（本体価格 ３３，０００円） 

１． 民法改正法の全体像 
（１）民法改正法の概要    

（２）施行時期・経過措置 

・基本契約・個別契約が締結される場合の経過措置の考え方 

２． 各種基本契約に共通の契約条項の見直しポイント 
（１）債務不履行関係 

・損害賠償 

・契約の解除・危険負担 

（２）消滅時効（時効期間と起算点） 

（３）債権譲渡（譲渡禁止特約） 

３． 各種基本契約書の契約条項の見直しポイント 
（１）継続的売買契約（取引基本契約等） 

１） 売買 

・「瑕疵」から「契約不適合」への改正に伴う問題 

・救済手段の選択に関する問題 

２）保証 

・契約締結前の情報提供義務への対応 

・根保証規制の拡張への対応 

（２）請負型の契約（製造物供給契約等） 

・「瑕疵」から「契約不適合」への改正に伴う問題 

・担保責任の期間制限の改正への対応 

（３）委任型の契約（業務委託契約） 

■開催概要■ 

民法（債権法）改正法が 2020 年 4 月 1 日に施行されるまで、1 年ほどとなりました。改正法は、業種を問わず契約実

務に広く影響を及ぼします。いよいよ改正対応の検討も本格化してきていることと思います。本セミナーでは、事業会社

にとって特に重要な取引基本契約・製造物供給契約等の各種基本契約書等の見直しにお役立ていただけるよう、基

本契約書の類型別に、それぞれの見直しに関連する改正内容と契約書の見直しのポイントについて、具体例を挙げな

がら解説します。 

３２，４００円（本体価格 ３０，０００円） 

【開催日に予定がある、会場が遠方で参加が難しいなど、様々な制約がある方には以下のセミナーをお勧めいたします！】 

191238-0303 

191425-0303 

191247-0303 

【生中継・録画ｾﾐﾅｰ視聴に関しての注意事項】①ご使用のﾊﾟｿｺﾝ/ﾈｯﾄ環境のｾｷｭﾘﾃｨ設定、動作環境によっては視聴できないことがあ
ります。お申込の前に企業研究会 WEB ｻｲﾄ内で試聴動画を確認した上でお申込下さい。②お申込み１名様に対して、1 つの ID・パス
ワードを発行致します。１つの ID の複数名での利用、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ等での上映はお断りしております。詳しくは企業研究会 WEB ｻｲﾄ内で
「利用規約」をご確認ください。③WEB セミナーは協力会社である㈱ファシオのイベント配信プラットフォーム「Delivaru」を使用
致します。お申込者様のメールアドレスを(社)企業研究会、講師、㈱ファシオで共有致します。 
 


